






























































































　吉田らは 2009年に，東証一部上場の製造業 851社および非製造業 856社を
対象に郵送質問調査を実施した。送付先は経理担当部門長であり，回答企業数






























































































































































































































































































































































　   ア　A:売上利益率　　B：安全余裕率　　　　C:限界利益率
　   イ　A:売上利益率　　B：損益分岐点比率　　C:限界利益率
　   ウ　A:限界利益率　　B：安全余裕率　　　　C:売上利益率





































「営業レバレッジは平成 20年度の 11.09から平成 21年度の 4.93へと低下する。
営業レバレッジの低下は，売上高の減少に伴う利益の減少幅が小さくなること
を示し，平成 21年度の経常利益は赤字にならず黒字に止まる。」
　なるほど，模範解答としてはこれでいいにしても，はたして，このようなコ
メントや分析が，コンサルティングの現場でもとめられるのであろうか。筆者
には奇異に感じられる。
　一方，24年度の問題では，企業目標として，「損益分岐点比率 90％」を掲げ
ている。損益分岐点比率を目標値として掲げる企業を筆者は知らない。そもそ
もこれが，目標として強く意識する必要のある指標であるのかさえ疑問である。
少し気になったので，他の資格試験を調べたところ，公認会計士試験の短答式
試験の中に以下のような問題をみつけることができた（平成 19年度「管理会計」
第 10問からの抜粋）。
社長 「今年度の大綱的利益計画策定時には，限界利益率 40％を前提として，目
標利益額 200百万円を達成し，かつ損益分岐点比率が 75％となるよう計画
設定を進めたいが，次年度計画に関する君の意見を聞かせてくれないか」
部長 「現在，わが社は今年度の計画を順調に達成しつつあります。……」
　　（以下省略）
　社長と部長の間で上記のようなやや不自然な対話が交わされ，最終的には次
年度の目標とすべき増益率（今年度計画営業利益額と次年度計画営業利益額に
より算定）の計算が求められている。
　問題の良否はさておき，こうした会話の中に，目標とすべき指標として損益
分岐点比率が出てくる点は要注意である。やはり実務の世界でこの指標は案外
12　TACのサイト（http://www.tac-school.co.jp/）より転載した。
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重要視されているということなのだろうか。それとも出題者の机上の空想なの
だろうか。
　「損益分岐点を下げる」というような言い方はよく見聞きするが，これは固
定費の削減や，変動費率の引き下げなどを議論する場合の修飾句として使用さ
れるのであって，「損益分岐点比率を××まで下げる」ということを直接の目
標とするやり方はほとんど聞かない。損益分岐点比率は，本稿の第３節でみた
ように，企業経営の結果として議論したり，企業経営の実態をマクロの視点で
語る場合に言及するのが自然ではないだろうか。いま筆者はそう考えている。
この点についても，前節の最後で指摘したことと同様，さらに調べてみたい論
点である。
おわりに
　本稿では，中級レベル以上の学習者に対するCVP分析の実際的活用について
議論した。ビジネスパーソン向けのテキスト，研究者の著作や論文，経済紙や
シンクタンクのレポート，筆者のゼミナール活動，資格試験での出題例など，
多様な資料をもとに検討してきた。
　本文中でも紹介したとおり，CVP分析はビジネスの場において現在でも使用
されている管理技法，計算技法である。教育の場においてこれを教授する意義
は大きい。
　また本稿では，検討の余地が残されている事項をいくつか提示した。営業レ
バレッジと損益分岐点比率・安全余裕率の関係性とその意義，経営目標として
の損益分岐点比率などがそれである。こうした事項に焦点をあてながら，CVP
分析のより効果的な教授法を引き続き考えていきたい。
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